
県有財産売買契約書（案）

売渡人 大分県知事 佐藤 樹一郞（以下「甲」という。）と買受人         
（以下「乙」という。）とは、県有財産の売買について次のとおり契約を締結する。

（信義誠実の義務）
第 1条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実にこの契約に定める各条項を履行しなければなら

ない。                 

（売買物件）
第 2条 甲が乙に売り渡し、乙が甲から買い受ける物件（以下「売買物件」という。）は、

次のとおりとする。
土地の表示
物件名 所在地（地番） 地目 公簿面積（㎡） 実測面積（㎡）
津久見彦の内
警察職員住宅

津久見市大字津久見字道畑
１３４５番
１３４６番

宅地
宅地

350.28㎡
371.23㎡

350.28㎡
371.23㎡

計 721.51㎡ 計 721.51㎡

建物の表示
用途・種目・構造等 延面積及び数量

共同住宅
鉄筋コンクリート造セメント瓦葺３階建

倉庫
コンクリートブロック造陸屋根平家建

自転車置場
軽量鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺平家建

自転車置場
軽量鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺平家建

408.00㎡

30.75㎡

9.50 ㎡

9.50 ㎡

工作物の表示
用途・種目・構造等 数量

フェンス
金属造 102.00ｍ

（売買価格）
第 3条 前条の売買物件の売買価格（以下「代金」という。）は、

金８，４５３，０００円とする。

（契約保証金）
第 4条 乙は、この契約の締結までに売買価格の１割以上の金額を契約保証金として、甲の

指定する手続きにより甲に納付しなければならない。

（代金の納付）
第 5条 代金の支払は一回払いとし、乙は、代金を甲の発行する納入通知書により、甲の指

定する期日までに大分県指定金融機関又は大分県収納代理金融機関に納付しなければなら
ない。

（所有権の移転及び登記）                     
第 6条 売買物件の所有権は、乙が代金（乙の代金納付が遅延した場合にあっては、第 8 条

の賠償金を含む）を完納したときに甲から乙に移転する。



2 所有権移転の登記は、乙の登録免許税その他の費用負担において甲が嘱託するものとす
る。

3 乙は、この契約締結の際に登記嘱託請求書及び登録免許税相当額の印紙を甲に提出しなけ
ればならない。

（売買物件の引渡し）                          
第 7条 甲は、乙が代金を完納した後、速やかに引渡しの期日を定め、売買物件所在地にお

いて売買物件を乙に引渡すものとする。この場合において、乙は引換えに売買物件の受領
書を甲に提出するものとする。

（遅延賠償金）
第 8条 乙は、第 5条に定める納付期限までに売買代金を完納しなかったときは、その遅延

日数に応じ、未納代金に年 2.5 パーセントの率を乗じて得た金額を遅延賠償金として、甲
の発行する納付書により、甲の指定する期日までに甲に支払わなければならない。

（契約保証金の処理等）
第 9条 甲は、乙が代金（前条の賠償金がある場合はこれを含む。）を完納したとき、契約

保証金を乙に返還するものとする。
2 契約保証金には、利息を付さないものとする。
3 納付済みの契約保証金は、代金の一部又は前条の遅延賠償金に充当することができる。
4 乙の責めに帰すべき理由によって、甲がこの契約を解除するときは契約保証金は甲に帰属

する。この場合において、甲が損害賠償の請求をすることを妨げないものとする。

（契約不適合責任）
第 10条 乙は、売買物件の所有権移転後は、売買物件について、数量の不足等契約の不適合

があった場合においても、補修や代替物引渡し等の履行の追完の請求、代金の減額請求、
損害賠償の請求又は契約の解除をすることができない。

（危険負担）
第 11条 この契約締結の日から所有権移転のときまでにおいて、売買物件が天災その他甲の

責めに帰することができない理由により減少し、又は損傷した場合であっても、乙は、甲
に対して代金の減額及び損害の賠償を請求することができない。

（公序良俗に反する使用等の禁止）
第 12条 乙は、売買物件の所有権を暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）に
移転し、若しくは暴力団員に貸付けし、又は暴力団員に転売又は貸付けされることを知り
ながら売買物件の所有権を第三者に移転し、若しくは売買物件を第三者に貸付けてはなら
ない。

2 乙は、売買物件を暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号
に規定する暴力団をいう。以下同じ。）の事務所その他これに類するものの用に供し、又
はこれらの用に供されることを知りながら売買物件の所有権を第三者に移転し、若しくは
売買物件を第三者に貸付けてはならない。

3 乙は、県有財産売買契約締結の日から１０年間、売買物件を風俗営業等の規制及び業務の
適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、
同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、同条第１１項に定める特定遊興飲食店営業そ
の他これらに類する業の用に供し、又はこれらの用に供されることを知りながら売買物件
の所有権を第三者に移転し、若しくは売買物件を第三者に貸付けてはならない。

（実地調査等）
第 13条 甲は、前条各項に定める遵守すべき事項の履行状況を確認するため、随時に実地調

査し、又は乙に対し所用の報告を求めることができる。この場合において、乙は調査を拒
み、若しくは妨げ、又は報告を怠り、若しくは虚偽の報告をしてはならない。

（違約金）
第 14条 乙は、第 12条各項に定める遵守すべき事項に違反したときは、代金の１００分の



３０に相当する額を違約金として、甲の指定する期間内に甲に支払わなければならない。
2 乙は、前条後段に定める事項に該当するときは、代金の１００分の１０に相当する額を違

約金として、甲の指定する期間内に甲に支払わなければならない。
3 第 1項及び前項に定める違約金は損害賠償額の予定又はその一部とは解釈しない。

（契約の解除）
第 15条 甲は、乙が暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者と認めら

れたときは、この契約を解除することができる。
2 甲は、第１項に該当する場合のほか、乙がこの契約に定める事項を履行しないときは、こ

の契約を解除することができる。

（返還金等）
第 16条 甲は、前条に定める解除権を行使したときは、乙が支払った売買代金を返還する。

ただし、当該返還金には利息を付さない。
2 甲は、解除権を行使したときは、乙の負担した契約の費用及び乙が支払った違約金は返還

しない。
3 乙は、甲が解除権を行使したとき、甲に対し、乙が売買物件に支出した必要費、有益費そ

の他一切の費用を請求できない。
4 甲は、解除権を行使したときは、乙に対し、乙が売買物件から利得した果実を請求しない。

（原状回復義務）
第 17条 乙は、甲が第 15条の規定により解除権を行使したときは、甲の指定する期日まで

に売買物件を原状に回復して返還しなければならない。ただし、甲が売買物件を原状に回
復することが適当でないと認めたときは、現状のまま返還することができる。

2 前項本文の場合において、乙は、売買物件に乙所有の物件が所在するときは、当該物件の
所有権を放棄しなければならない。

3 第１項ただし書きの場合にあって、乙の責に帰すべき事由により甲に損害を与えていると
きには、その損害に相当する金額を甲に支払わなければならない。

4 乙は、第１項に定めるところにより、売買物件を甲に返還するときは、甲の指定する期日
までに、当該物件の所有権移転登記の承諾書及び乙所有の物件所有権放棄に関する書類を、
甲に提出しなければならない。

（損害賠償）
第 18条 甲は、乙が本契約に定める義務を履行しないため損害を受けたときは、その損害の

賠償を請求できる。

（返還金の相殺）
第 19条 甲は、第 16条第 1項により売買代金を返還する場合において、乙が第 14条に定め

る違約金又は第17条第3項若しくは前条に定める損害賠償金を甲に支払うべき義務がある
ときは、返還する売買代金の全部又は一部と相殺することができる。

（義務の承継）
第 20条 乙は、所有権移転若しくは、地上権、質権、貸借権その他の使用収益を目的とする

権利の設定を行う場合は、第 12条の義務を承継しなければならない。

（契約に要する費用の負担）
第 21条 この契約の締結に要する費用は、すべて乙の負担とする。

（地積更正）
第 22条 地積が公簿と実測で異なる場合には、甲が乙に引渡し後に、乙が費用を負担して地

積更正を行うものとする。

（協議）
第 23条 この契約書に約定しない事項について、約定する必要が生じたとき、又はこの契約

書に約定する事項について疑義のあるときは、その都度甲及び乙が協議して定めるものと
する。



（裁判管轄）
第 24条 本契約に関する訴えの管轄は、大分県庁所在地を管轄区域とする大分地方裁判所と

する。

この契約が成立したことを証するため、この契約書 2 通を作成し、各自 1通を所持する。

          
  令和  年  月  日

              甲   大分市大手町３丁目１番１号

                   大分県知事  佐藤 樹一郞

乙
              


